
] 金融商品の時価等に関する事項
平成25年３月31日（当事業年度の貸借対照表日）における貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額は、以下のとおりであります。

（単位：円）

勘 定 科 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

{現金及び預金 148¶630¶033¶233 148¶630¶033¶233 0

|有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 38¶965¶063¶416 43¶608¶400¶024 4¶643¶336¶608

}未払金（＊） (37¶425¶682¶243) (37¶425¶682¶243) (0)

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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Ó 重要な債務負担行為
次年度以降に支払いを予定している重要な債務負担行為の額は以下のとおりです。
超伝導コイル製作_ 24¶127¶080¶000円
超伝導コイル製作^ 22¶450¶475¶000円
固体廃棄物減容処理施設の整備 7¶975¶018¶500円

Ô 不要財産に係る国庫納付及び民間出資払戻し関係
１．不要財産として国庫納付等を行った資産の概要

現金 604¶155¶663円
２．不要財産として申請した理由

機構設立時に現物出資を受けた資産の処分等に伴い発生した現金預金について、中期計画等
にも使用の見込みが定められていないため、不要財産と認定しました。

３．国庫納付等の方法
現物納付

４．国庫納付等の額
国庫納付（政府出資分） 601¶635¶896円
民間出資払戻し（民間出資分） 2¶519¶767円

５．国庫納付等が行われた年月日
国庫納付 平成24年12月21日
民間出資払戻し 平成25年３月８日

６．減資額
政府出資金 606¶215¶848円
民間出資金 2¶629¶522円

Õ 重要な後発事象
該当事項はありません。

Ö その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
１．区分経理関係

独立行政法人日本原子力研究開発機構法（平成16年法律第155号）第20条に基づき、特別会
計に関する法律（平成19年法律第23号）第85条第５項に規定する電源利用対策に関する業務に
係る経理（電源利用勘定）、埋設処分業務等に係る経理（埋設処分業務勘定）、その他の業務に
係る経理（一般勘定）とに区分して整理しております。

２．貸借対照表関係
\ 運営費交付金で財源措置されるべき退職給付の見積額は、155¶822¶274¶579円であります。
] 運営費交付金で財源措置されるべき賞与の見積額は、2¶818¶369¶825円であります。
３．損益計算書関係
\ ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、9¶648¶792円であり、当該影響額を除い
た当期総利益は1¶812¶993¶864円であります。

] オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料
{ 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料

71¶520¶000円
| 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料

247¶737¶333円
^ ＰＦＩによるサービス部分の対価の支払予定額
{ 貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間に係るＰＦＩ費用

566¶535¶094円
| 貸借対照表日後一年を超えるＰＦＩ期間に係るＰＦＩ費用

8¶758¶741¶181円

４．キャッシュ・フロー計算書関係
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 148¶630¶033¶233円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 148¶630¶033¶233円
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] 重要な非資金取引
{ ファイナンス・リースによる資産の取得 1¶145¶657¶297円
| 重要な資産除去債務の計上 409¶845¶845円

５．行政サービス実施コスト計算書関係
行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額のうち国等からの出向職員に係
るものに該当する金額はありません。

６．金融商品に関する注記
\ 金融商品の状況に関する事項

資金運用については短期的な預金及び公債に限定しております。
また、有価証券及び投資有価証券は、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第47

条の規定等に基づき、公債のみを保有しており株式等は保有しておりません。

_ 東北地方太平洋沖地震による影響について
平成23年３月11日に発生しました東北地方太平洋沖地震による、当機構の被害の状況等は
以下のとおりであります。

茨城地区の研究開発拠点（東海研究開発センター（茨城県那珂郡東海村）、大洗研究開
発センター（茨城県東茨城郡大洗町）、那珂核融合研究所（茨城県那珂市））においては、
今回の地震により、原子炉施設等の建家自体は影響はありませんが、関連施設や一般の建
物において大きな被害を受けました。
復旧計画等に基づく、被害を受けた関連施設や一般の建物等の修繕費等については、臨
時損失として7¶361¶680¶165円を計上しております。
また、当事業年度において、点検調査した結果、被害を受けて修理不可能な固定資産で
ある建物等を処分したことにより、処分時点での帳簿価額相当を臨時損失として
13¶337¶664円を計上しております。

~ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
{現金及び預金
時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によっております。

|有価証券及び投資有価証券
有価証券及び投資有価証券の時価について、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提
示された価格によっております。
}未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
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